
９　収入状況について　（税込み）

(1)給水収益等の収入状況

(2)不納欠損の状況

　不納欠損の理由は、個人破産1人、倒産2社である。

　給水収益の収入率は、現年度分が98.6％で、繰越分が55.7％となっている。前年度と比較す

ると、現年度分が0.2ポイント、繰越分が0.8ポイント上回っている。

　給水収益繰越分の未収入額は11,275,934円で、前年度より730,650円増となった。

収入状況の内訳は、次のとおりである。

（単位：円、％）

区　　分 調定額 収入額 未収入額 収入率 不納欠損額

現

年

度

分

営 業 収 益 1,087,223,941 961,946,911 125,277,030 88.5 6,049

給 水 収 益 915,490,733 902,752,001 12,738,732 98.6 6,049

そ の 他 の 営 業 収 益 64,221,408 59,194,910 5,026,498 92.2 0

計 1,246,652,012 1,120,249,260 126,402,752 89.9

繰

越

分

営 業 収 益 31,222,943 19,947,009 11,275,934 63.9

そ の 他 の 営 業 収 益 5,795,401 5,795,401 0

計 32,012,398 20,736,464 11,275,934 64.8

給 水 収 益 25,427,542 14,151,608 11,275,934 55.7

3,290

100.0 0

営 業 外 収 益 789,455 789,455 0 100.0 0

不納欠損処分額は9,339円で、前年度と比較して5,196円（125.4％）の増となっている。

対象者は3者（うち個人1人、 法人2社）で、前年度と比較して2者の増となっている。

不納欠損の推移は、次のグラフのとおりである。

合　　　計 1,278,664,410 1,140,985,724 137,678,686 89.2 9,339

受 託 工 事 収 益 107,511,800 0 107,511,800 0.0 0

受 託 工 事 収 益 0 0 0 00.0

6,049

営 業 外 収 益 159,428,071 158,302,349 1,125,722 99.3 0

3,290
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１０　補てん財源について　（税込み）

１１　予算議決事項について　（税込み）

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額（差引決算額）420,598,306円は、損益勘定の

現金支出を伴わない費用である減価償却費等や減債積立金等の内部留保資金で補てんされる。

　内訳は次のとおりである。

過 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 0 0 0

当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 25,823,856 25,823,856 0

（単位：円）

区　　　分 補てん財源額 補てん額 残　　額

減 債 積 立 金 153,244,399 153,244,399 0

減 価 償 却 費 437,664,517

資 産 減 耗 費 8,054,712

過 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 217,301,653 217,301,653 0

当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 290,653,131 24,228,398 266,424,733

計 904,007,278 420,598,306 483,408,972

上記の表にある補てん財源は、上から順に補てん財源として使用することになっており、当該

年度で補てんに使用する額が補てん財源額を下回り、残った場合は翌年度に過年度分として

長 期 前 受 金 戻 入 -155,066,098

当 年 度 分 未 処 分 利 益 剰 余 金 216,984,239 0 216,984,239

区　　　　分 議　　決　　額 執　行　額 比　較　増　減

企 業 債 268,000,000 188,100,000 -79,900,000

使用することができるものである。本年度は、補てん財源額が904,007,278円に対し、資本的

収支の不足額は420,598,306円であり、残り483,408,972円が翌年度へ繰り越されることになる。

予算第５条企業債、第６条一時借入金、第８条議会の議決を経なければ流用することができ

ない経費、第１０条たな卸資産の購入限度額については、いずれも議決されたところに従って

適正に執行されている。

（単位：円）

た な 卸 資 産 11,367,000 11,364,368 -2,632

一 時 借 入 金 170,000,000 0 -170,000,000

職 員 給 与 費 69,514,000 67,780,942 -1,733,058
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